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(単位：百万円)

売 上 高 145,818 140,741 △5,077 △3.5% 145,000 140,741 △4,259 △2.9%

売 上 総 利 益 47,259 46,960 △299 △0.6% 47,000 46,960 △40 △0.1%

（率） (32.4%) (33.4%) (＋1.0%) (32.4%) (33.4%) (＋1.0%)

販売費及び一般管理費 44,689 41,899 △2,790 △6.2% 44,800 41,899 △2,901 △6.5%

（率） (30.6%) (29.8%) （△0.8%） (30.9%) (29.8%) (△1.1%)

営 業 利 益 2,570 5,061 ＋2,491 ＋96.9% 2,200 5,061 ＋2,861 ＋130.0%

（率） (1.8%) (3.6%) (＋1.8%) (1.5%) (3.6%) (＋2.1%)

経 常 利 益 3,225 5,334 ＋2,109 ＋65.4% 2,300 5,334 ＋3,034 ＋131.9%

（率） (2.2%) (3.8%) (＋1.6%) (1.6%) (3.8%) (＋2.2%)

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 900 2,028 ＋1,128 ＋125.3% 300 2,028 ＋1,728 ＋576.0%

（率） (0.6%) (1.4%) (＋0.8%) (0.2%) (1.4%) (＋1.2%)

（注）連結子会社23社・持分法適用関連会社２社となっております。

増減率
22年12月期

上期当初予想
目標差額
（率差）

達成率
21年12月期

上期
＜１～６月＞

22年12月期
上期

＜１～６月＞

前年差額
（前年率差）

22年12月期
上期

＜１～６月＞

１．損益計算書の状況

1

当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日～平成22年6月30日）におけるわが国経済は、
新興国を中心とした経済の回復により、輸出企業を中心として一部に景気の持直しが見られた
ものの、欧州金融危機等の不安要因による株安・円高、設備投資の抑制や個人消費の低迷等
本格的な景気回復までには至らず、引き続き厳しい状況で推移いたしました。

このような経営環境のもと、当社グループは、「お客様の課題解決型企業」として、お客様の
期待値を超える際立った商品・サービスを提供し、厳しい事業環境下でも持続的に成長する企
業グループを目指してまいりました。

また、中国上海市で５月より開催中の上海万博「日本産業館」に出展し、郵便局を題材に、
当社グループの商品やサービスを組み合わせて、未来の郵便局を体験できる「未来郵便局体
験館」を展示するとともに、デザイン性が高く高品質のステーショナリーを販売し好評を博しまし
た。６月末時点で当社ブースへの来場者は100万人を突破し、中国におけるコクヨブランドの認
知度向上に大きく貢献いたしました。

以上の結果、売上高は1,407億円（前年同期比3.5％減）となり、高付加価値商品の売上増に
よる総利益率改善及び販管費削減に努めた結果、営業利益は50億円（前年同期比96.9％増）
と大幅に増益となりました。経常利益は53億円（前年同期比65.4％増）、四半期純利益は20億
円（前年同期比125.3％増）となりました。

◆1-1 連結情報 （短信：２ページ）

対前年 （ご参考）対当初予想



◆1-2 売上高及び売上総利益 （短信：８ページ）

売上高は設備投資の抑制や個人消費の低迷等により、1,407億円（前年同期比3.5％減）と
なりました。

売上総利益は469億円となり（前年同期比0.6％減）、売上総利益率は高付加価値商品の売
上増やコストダウンの推進等により、33.4％（前年同期比1.0％増）となりました。
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（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～６月>（６ヶ月間）の数値を使用しています。

2

～～

～～

(単位：百万円)

175,502 183,320 181,742 145,818 140,741 △5,077 △3.5% 145,000

58,630 58,854 59,052 47,259 46,960 △299 △0.6% 47,000

(33.4%) (32.1%) (32.5%) (32.4%) (33.4%) (＋1.0%) (32.4%)

46,446 51,617 51,570 44,689 41,899 △2,790 △6.2% 44,800

(26.5%) (28.2%) (28.4%) (30.6%) (29.8%) （△0.8%） (30.9%)

12,184 7,237 7,481 2,570 5,061 ＋2,491 ＋96.9% 2,200

(6.9%) (3.9%) (4.1%) (1.8%) (3.6%) (＋1.8%) (1.5%)

12,566 7,178 7,297 3,225 5,334 ＋2,109 ＋65.4% 2,300

(7.2%) (3.9%) (4.0%) (2.2%) (3.8%) (＋1.6%) (1.6%)

5,933 3,921 1,600 900 2,028 ＋1,128 ＋125.3% 300

(3.4%) (2.1%) (0.9%) (0.6%) (1.4%) (＋0.8%) (0.2%)

（ご参考）
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◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信：８ページ）

□主な販管費の実績

販売費及び一般管理費は、物流費減及び人件費・業務委託費削減等に努めた結果、418億
円（前年同期比6.2％減）となり、売上高販管費率は29.8％（前年同期比0.8％減）となりました。

□主要項目の対売上高比率の推移

(ご参考）
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□販売費及び一般管理費の推移（単位：百万円）
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（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～６月>（６ヶ月間）の数値を使用しています。
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(単位：百万円)
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販管費

売上高
販管費率

販管費
売上高

販管費率
販管費

売上高
販管費率

販管費
売上高

販管費率
前年差額 前年率差

人件費 15,341 8.7% 16,127 8.8% 16,078 8.8% 14,782 10.1% 14,454 10.3% △328 ＋0.2%

減価償却費 1,884 1.1% 1,821 1.0% 1,795 1.0% 1,660 1.1% 1,440 1.0% △220 △0.1%

物流費 13,051 7.4% 13,867 7.6% 14,059 7.7% 11,486 7.9% 10,833 7.7% △653 △0.2%

販売費 3,361 1.9% 4,141 2.3% 3,853 2.1% 3,110 2.1% 3,163 2.2% ＋53 ＋0.1%

賃借料 1,041 0.6% 1,682 0.9% 1,935 1.1% 1,734 1.2% 1,567 1.1% △167 △0.1%

その他 11,768 6.7% 13,979 7.6% 13,850 7.6% 11,917 8.2% 10,442 7.4% △1,475 △0.8%

販管費合計 46,446 26.5% 51,617 28.2% 51,570 28.4% 44,689 30.6% 41,899 29.8% △2,790 △0.8%
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□損益分岐点売上高の推移 （単位：百万円）
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◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信：８ページ）

経費削減に努めた結果、固定費を21億円削減し、損益分岐点売上高を143億円引き下げま
した。

4

30,000

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～６月>（６ヶ月間）の数値を使用しています。

～～
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引き下げ



＜営業利益＞
コストダウンの推進及び高付加価値商品の売上増等による売上総利益率改善、経費削減

による販売費及び一般管理費減少により、営業利益は50億円（前年同期比96.9％増）と大幅
増益になりました。
＜経常利益＞

経常利益は53億円（対前年同期比65.4％増）となりました。

◆1-4 営業利益及び経常利益 （短信：８ページ）
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（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～６月>（６ヶ月間）の数値を使用しています。
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(単位：百万円)

175,502 183,320 181,742 145,818 140,741 △5,077 △3.5% 145,000

58,630 58,854 59,052 47,259 46,960 △299 △0.6% 47,000

(33.4%) (32.1%) (32.5%) (32.4%) (33.4%) (＋1.0%) (32.4%)

46,446 51,617 51,570 44,689 41,899 △2,790 △6.2% 44,800
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12,566 7,178 7,297 3,225 5,334 ＋2,109 ＋65.4% 2,300

(7.2%) (3.9%) (4.0%) (2.2%) (3.8%) (＋1.6%) (1.6%)

5,933 3,921 1,600 900 2,028 ＋1,128 ＋125.3% 300

(3.4%) (2.1%) (0.9%) (0.6%) (1.4%) (＋0.8%) (0.2%)
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◆1-5 四半期純利益 （短信：８ページ）

四半期純利益は20億円（前年同期比125.3％増）となりました。

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～６月>（６ヶ月間）の数値を使用しています。

6

２．株主還元 （短信：１ページ）

□ 配当の状況 １株当たり配当金 第２四半期末 ： ７円50銭

売上高四半期純利益率

0.9%

3.4%

2.1%

0.6%

0.0%

2.0%

3.0%

1.0%

4.0%

1.4%

5,933

3,921

1,600
900

四半期純利益

（単位：百万円）

1,000

2,000

5,000

6,000

0

2,028

18年
<１～６月>

19年
<１～６月>

20年12月期
上期

<1～6月>

21年12月期
上期

<1～6月>

22年12月期
上期

<1～6月>

4,000

3,000

主な特別損益項目
特別利益・・・合計7.9億円

匿名組合出資金分配金 7.9億円

特別損失・・・合計14.8億円
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固定資産除却損 4.7億円
投資有価証券評価損 4.2億円 など

(単位：百万円)
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60

57

３．貸借対照表の状況 （短信：６,７ページ）
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その他流動資産

その他固定資産

（単位：億円）

＋53

△14

△28

△1

△11投資有価証券

有形固定資産

無形固定資産

△17

△8

+8

+9

＋6

△0

△150

前年差額

2,532

資産の部

負債・純資産の部

主な増減要因

主な増減要因

△18総資産

22年12月期
上期末

（22年６月末）

（単位：億円）

△23

△143

△10

現金預金・有価証券が53億円増加し、売上債権が14億円、たな卸資産が28億円減少したこ
と等により、総資産は2,532億円となりました。

215

59

236

485

311

409

768

49

*比較のため前期の数値は21年12月期第２四半期末（21年６月末）の数値を使用しており、決算短信に記載の前期数値とは異なります。

7

16

207

264

499

258

420

785

2,550

21年12月期
上期末

（21年６月末）

21年12月期
上期末

（21年６月末）

△143

仕入債務

有利子負債

その他負債

資本金

資本剰余金

利益剰余金

評価差額など

1,378

190

158

256

349

346

コクヨS&T △18億円
コクヨストアクリエーション △5億円
コクヨファニチャー △4億円

H21.8
新株予約権付社債 △117億円
H21.9
長期借入金 ＋100億円

たな卸資産減少による
運転資金増等

H21.7～H21.12 純利益△4億円
H22.1～H22.6 純利益＋20億円
配当金△16億円

6

1,378

190

158

262

358

323



４．キャッシュフロー・設備投資の状況 （短信：１０ ,１１ページ）

18年
<１～６月>

19年
<１～６月>

20年12月期
上期<１～６月>

21年12月期
上期<１～６月>

22年12月期
上期<１～６月>
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20年12月期
通期

21年12月期
通期
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60

80

5

9

30

2

18

10

4
34

63

（ご参考）減価償却

＜当第２四半期のキャッシュフローについて＞
・営業活動では、税金等調整前四半期純利益が46億円となり、減価償却費29億円の資金増
等により、102億円の資金増となりました。

・投資活動では、設備投資支出として16億円を計上した結果、20億円の資金減となりました。

以上の結果、フリーキャッシュフロー（*）は82億円となりました。

・財務活動では、借入金の純減額1億円、配当金の支払9億円等により、13億円の資金減と
なりました。

・当第２四半期末の資金は、307億円となり、期首から68億円の増加となりました。

（*） フリーキャッシュフロー＝営業キャッシュフロー＋投資キャッシュフロー

8

22年６月末21年12月末

現預金
239

＋102

現預金
307

△13

営業CF 財務CF投資CF

△20

（単位：億円）

□ 現預金の増減内訳
22年上期 <１～６月>

キャッシュ増減 ＋６８億円

□ キャッシュフロー計算書
22年上期 <１～６月>

◆営業キャッシュフロー
税金等調整前四半期純利益
減価償却費
その他

◆投資キャッシュフロー
設備投資額
その他

◆財務キャッシュフロー
配当金の支払
その他

＋102億円
＋46億円
＋29億円
＋27億円

△20億円
△16億円
△4億円

△13億円
△9億円
△4億円

12

18

12

7

49

64

12

5

3
2

22

32

11

18

13

2

44

29

1

8

8

2
19

32

1

3
6

1
11

31

□ 設備投資・減価償却額の推移 建物 システム 機械 その他（単位:億円）

ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

＋82億円

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～６月>（６ヶ月間）の数値を使用しています。

1

1
16

6

50

10

4

（ご参考）
22年12月期
通期（計画）

63

70



ステーショナリー関連事業におきましては、景気低迷による消耗品の買控え等の影響により、厳しい
状況で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、テレビコマーシャル等積極的な販促活動を行った金属針を
使わず紙をとじることができる「針無しステープラー＜ハリナックス＞」、東大合格者が使用したノートを
研究して開発した「キャンパスノート＜ドット入り罫線＞」等の高付加価値商品が引き続き好調に推移い
たしました。また、コンパクトなデザインで片手で使用できる針無しステープラーの第２弾商品「針無しス
テープラー＜ハリナックス・ハンディタイプ＞」、ノートの罫線の幅に合わせて一行だけを狙って消せるよ
うに、５種類の幅の突起が放射状に並んでいる独特なデザインの「消しゴム＜ミリケシ＞」等「際立った
価値」を持った商品群をさらに充実いたしました。

オフィス通販事業におきましては、「カウネット」がテレビコマーシャルや創業10周年キャンペーン等の
販売促進活動を積極的に行い、需要を喚起した結果、第2四半期累計期間（1月～6月）におきまして、
過去最高売上を更新いたしました。

海外事業におきましては、ベトナム工場で生産したノートをベトナム、中国、インド等のアジア地域で
販売するとともに、販売チャネルを積極的に開拓し、現地ノート市場のシェア拡大を図ってまいりました。

以上の結果、売上高は775億円（前年同期比3.6％減）となり、高付加価値商品の売上増等により営
業利益は49億円（前年同期比48.3％増）と大幅増益になりました。

５．事業セグメントの損益状況
◆5-1 ステーショナリー関連事業 （短信：２ページ）

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～６月>（６ヶ月間）の数値を使用しています。

3,9094,002

6,91189,005

87,260
88,607
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3,353
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75,000
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85,000

90,000
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3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
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77,594 4,973

9

18年
<１～６月>

19年
<１～６月>

20年12月期
上期

<1～6月>

21年12月期
上期

<1～６月>

22年12月期
上期

<1～6月>

18年
<１～６月>

19年
<１～６月>

20年12月期
上期

<1～6月>

21年12月期
上期

<1～６月>

22年12月期
上期

<1～6月>

（ご参考）カウネット売上高 257億円（前年比 10.7％増）

対前年 （ご参考）対当初予想 (単位：百万円)

ステーショナリー

売 上 高 80,458 77,594 △2,864 △3.6% 81,000 77,594 △3,406 △4.2%

売 上 総 利 益 26,785 27,288 ＋503 ＋1.9% 27,000 27,288 ＋288 ＋1.1%
（率） (33.3%) (35.2%) (＋1.9%) (33.3%) (35.2%) (＋1.9%)

販売費及び一般管理費 23,432 22,315 △1,117 △4.8% 23,700 22,315 △1,385 △5.8%
（率） (29.1%) (28.8%) (△0.3%) (29.3%) (28.8%) (△0.5%)

営 業 利 益 3,353 4,973 ＋1,620 ＋48.3% 3,300 4,973 ＋1,673 ＋50.7%
（率） (4.2%) (6.4%) (＋2.2%) (4.1%) (6.4%) (＋2.3%)

22年12月期
上期当初予想

22年12月期
上期

＜１～６月＞

目標差額
（率差）

達成率
22年12月期

上期
＜１～６月＞

前年差額
（前年率差）

増減率
21年12月期

上期
＜１～６月＞



(単位：百万円)

ファニチャー

売 上 高 58,219 56,804 △1,415 △2.4% 58,700 56,804 △1,896 △3.2%

売 上 総 利 益 19,153 18,521 △632 △3.3% 19,000 18,521 △479 △2.5%
（率） (32.9%) (32.6%) (△0.3%) (32.4%) (32.6%) (＋0.2%)

販売費及び一般管理費 19,481 18,002 △1,479 △7.6% 19,700 18,002 △1,698 △8.6%
（率） (33.5%) (31.7%) (△1.8%) (33.6%) (31.7%) (△1.9%)

営 業 利 益 △ 328 518 ＋846 － △ 700 518 ＋1,218 －
（率） (△0.6%) (0.9%) (＋1.5%) (△1.2%) (0.9%) (＋2.1%)

22年12月期
上期当初予想

22年12月期
上期

＜１～６月＞

目標差額
（率差）

達成率
22年12月期

上期
＜１～６月＞

前年差額
（前年率差）

増減率
21年12月期

上期
＜１～６月＞

ファニチャー関連事業におきましては、企業の設備投資意欲は依然として冷え込んでおり、
需要も低調に推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、オフィスワーカーの生産性向上を支援することで企
業価値を高める提案活動を推進し、需要を喚起いたしました。

また、商品やソリューションの先端開発等を行うクリエイティブセンター「KREI open source 
studio（クレイ オープンソーススタジオ）」を東京都港区青山に開設し、常駐する外部のクリエイ
ターとのコラボレーション等を通じてデザイン性の高い商品開発を推進してまいりました。

一方、景気動向の影響を受けにくい医療・教育・官公庁分野に対するソリューション営業を徹
底して推進し、官公庁分野におきましては、庁舎での窓口業務において、来庁者の快適性や
職員の業務効率化を促すコンサルティング提案の推進や、大型案件の受注等により好調に推
移いたしました。

以上の結果、売上高は568億円（前年同期比2.4％減）となり、筋肉質化による販管費削減等
により営業利益は5億円となりました。

◆5-2 ファニチャー関連事業 （短信：３ページ）

5,240

3,474
3,701

74,539

83,329 83,150

58,219

△328

0

60,000

70,000

80,000

90,000

50,000

0

4,000

5,000

6,000

～
～

56,804

△500

518

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～６月>（６ヶ月間）の数値を使用しています。
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上期
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18年
<１～６月>

19年
<１～６月>

20年12月期
上期
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21年12月期
上期
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22年12月期
上期

<1～6月>

対前年 （ご参考）対当初予想



店舗関連事業におきましては、景気後退による小売業界の投資抑制及び店舗統廃合等の
影響により、厳しい市場環境が続きました。

このような状況のもと、当社グループは、店舗関連事業の事業再構築のため、在庫圧縮等
の効率化を推進するとともに、収益性を重視した営業施策を実施してまいりました。

以上の結果、売上高は63億円（前年同期比11.2％減）となり、営業損失は4億円となりました。

11,958

12,730

9,984

7,140

0

6,000

8,000

10,000

14,000

△500

△400

△200

0

100

33
△239 △130 △454

12,000

◆5-3 店舗関連事業 （短信：３ページ）

6,342

△431

11

△300

△100

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～６月>（６ヶ月間）の数値を使用しています。
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18年
<１～6月>

19年
<１～6月>

20年12月期
上期

<1～6月>

21年12月期
上期

<1～６月>

22年12月期
上期

<1～6月>

18年
<１～6月>

19年
<１～6月>

20年12月期
上期

<1～6月>

21年12月期
上期

<1～６月>

22年12月期
上期

<1～6月>

対前年 （ご参考）対当初予想
(単位：百万円)

店舗

売 上 高 7,140 6,342 △798 △11.2% 5,300 6,342 ＋1,042 ＋19.7%

売 上 総 利 益 1,322 1,149 △173 △13.1% 1,000 1,149 ＋149 ＋14.9%
（率） (18.5%) (18.1%) (△0.4%) (18.9%) (18.1%) (△0.8%)

販売費及び一般管理費 1,776 1,581 △195 △11.0% 1,400 1,581 ＋181 ＋12.9%
（率） (24.9%) (24.9%) ±0.0% (26.4%) (24.9%) (△1.5%)

営 業 利 益 △ 454 △ 431 ＋23 － △ 400 △ 431 △31 －
（率） (△6.4%) (△6.8%) (△0.4%) (△7.5%) (△6.8%) (＋0.7%)

22年12月期
上期当初予想

22年12月期
上期

＜１～６月＞

目標差額
（率差）

達成率
22年12月期

上期
＜１～６月＞

前年差額
（前年率差）

増減率
21年12月期

上期
＜１～６月＞



６．平成２２年１２月期の見通し （短信：４ページ）

今後のわが国経済は、欧州金融危機の不安の高まりによる株安、円高等先行き不透明な

状況が続くと見込まれます。当社グループにおきましても、企業の設備投資抑制によるオフィ

スの移転・リニューアルの減少、消耗品の買控え等による需要減少に加え、原材料価格の高

騰や競争激化等厳しい環境になると見込まれます。これらの動向を踏まえ、１２月期の見通し

につきましては平成２２年６月２９日に下記の数値に変更しております。

（注）この資料に記述されている予想数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき
作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

12

ご参考
通期（対前年） (単位：百万円) 通期（対当初予想） (単位：百万円)

22年12月期
当初予想

差額
（率差）

増減率

売 上 高 266,725 262,000 △4,725 △1.8% 270,000 262,000 △8,000 △3.0%

営 業 利 益 579 3,500 ＋2,921 ＋504.5% 1,000 3,500 ＋2,500 ＋250.0%

（率） (0.2%) (1.3%) (+1.1%) (0.4%) (1.3%) (+0.9%)

経 常 利 益 1,009 3,500 ＋2,491 ＋246.9% 1,200 3,500 ＋2,300 ＋191.7%

（率） (0.4%) (1.3%) (+0.9%) (0.4%) (1.3%) (+0.9%)

当 期 純 利 益 595 800 ＋205 ＋34.5% 300 800 ＋500 ＋166.7%

（率） (0.2%) (0.3%) (+0.1%) (0.1%) (0.3%) (+0.2%)

ステーショナリー (単位：百万円) (単位：百万円)

ステーショナリー
22年12月期
当初予想

差額
（率差）

増減率

売 上 高 153,655 151,000 △2,655 △1.7% 155,000 151,000 △4,000 △2.6%

営 業 利 益 4,872 6,600 ＋1,728 ＋35.5% 4,900 6,600 ＋1,700 ＋34.7%

（率） (3.2%) (4.4%) (+1.2%) (3.2%) (4.4%) (+1.2%)

ファニチャー (単位：百万円) (単位：百万円)

ファニチャー
22年12月期
当初予想

差額
（率差）

増減率

売 上 高 99,179 99,800 ＋621 ＋0.6% 104,500 99,800 △4,700 △4.5%

営 業 利 益 △ 3,613 △ 2,600 ＋1,013 － △ 3,400 △ 2,600 ＋800 －

（率） (△3.6%) (△2.6%) (△1.0%) (△3.3%) (△2.6%) (+0.7%)

店舗 (単位：百万円) (単位：百万円)

店舗
22年12月期
当初予想

差額
（率差）

増減率

売 上 高 13,890 11,200 △2,690 △19.4% 10,500 11,200 ＋700 ＋6.7%

営 業 利 益 △ 679 △ 500 ＋179 － △ 500 △ 500 － －

（率） (△4.9%) (△4.5%) (+0.4%) (△4.8%) (△4.5%) (+0.3%)

21年12月期
実績

22年12月期
修正予想

前年差額
（前年率差）

増減率

21年12月期
実績

22年12月期
修正予想

前年差額
（前年率差）

増減率

21年12月期
実績

22年12月期
修正予想

前年差額
（前年率差）

増減率

21年12月期
実績

22年12月期
修正予想

前年差額
（前年率差）

増減率

22年12月期
修正予想

22年12月期
修正予想

22年12月期
修正予想

22年12月期
修正予想



コクヨＳ＆Ｔ株式会社は、ヴィジュアルデザイナー

の馬場雄二氏（※）と共同で開発した、５つの消し幅

を持つ「消しゴム＜ミリケシ＞」を発売しました。

同社が消しゴムユーザーに対して行った調査（平

成21年WEB調査）によると、「ノートの上の行や下

の行を消すことなく、狙った１行だけを消したい」、

「消す幅に合わせて消しゴムを使い分けたい」とい

うニーズが多いことが分かりました。

「消しゴム＜ミリケシ＞」は、５種類の幅（６㎜、５

㎜、４㎜、３㎜、カド）の突起が放射状に並んでおり、

ノートの罫線の幅に合わせて使い分けることができ、

一行だけを狙って消す際に大変便利です。

※馬場雄二氏のプロフィール

ヴィジュアルデザイナー。東北芸術工科大学名誉教授。

デザインや文字を遊びの視点で制作・研究し、ゲームや著書

を多数開発・出版。世界カレンダー賞金賞、東京発明展特別

賞、おもちゃ大賞等受賞。

５つの消し幅をもつ「消しゴム＜ミリケシ＞」を発売
～ノートの１行消しに最適～

金属針不要の針無しステープラー
ハリナックス＜コンパクトタイプ＞を発売

６．主なトピックス
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「消しゴム＜ミリケシ＞」の使用例

「消しゴム＜ミリケシ＞」
の断面
（本体が減っても数字は常に

表示されます）

コクヨＳ＆Ｔ株式会社は、金属針を使わないステープラーの第2弾として、「ハリナックス＜コン
パクトタイプ＞」を発売いたしました。 「ハリナックス＜コンパクトタイプ＞」は、紙をステープラー
に挿し込み、片手でハンドルを握るだけで、コピー用紙4枚を簡単にとじることができます。

紙をとじる部分は1カ所で、とじ穴位置を確認できる確認窓付きです。机の引き出しに収納で
きるスマートなデザインで、全5色（黒、緑、ライトブルー、ピンク、白）をラインアップしています。

ハリナックス＜コンパクトタイプ＞ とじ穴を確認する窓を上から見た様子

とじ穴拡大図



コクヨファニチャー株式会社は、組織変更や人員変化に合わせたレイアウトに柔軟に対応
するワークステーションシステム「WorkVista（ワークヴィスタ）」を発売しました。

ワークヴィスタは、ユニバーサルプラン（※）における柔軟性と経済性を限りなく追求し、組
織や人員、ワークスタイルに合わせたワークステーションを構成することができます。

また、電源やLAN回線等のコードを収容する大型コードダクトを備え、天板下方の横方向
から配線メンテナンスが可能です。

フリーアドレスオフィスはもちろん、定期的なレイアウト変更のある中・小規模オフィスにお
いても、フレキシブルな機能を備えており、幅広いオフィスニーズに対応できるワークステー
ションです。

※ 組織変更等でもオフィスの机等をレイアウト変更せずに、使用者のみが移動するだけで運用するオフィスプランのこと
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クリエイティブセンター「KREI open source studio」を開設

コクヨグループの新たな拠点として、クリエイティブセンター「KREI open source studio（クレイ
オープンソーススタジオ：以下「KREI」 」を、平成22年4月28日東京都港区青山に開設しました。

「KREI」は、コクヨグループにおける製品やソリューションの先端開発、ブランディング、クリエ
イティブ人材の開発や育成等、創造的活動を行う拠点です。「KREI」では、コクヨグループのファ
ニチャーやステーショナリー等、複数事業が関わる横断的活動や各事業の創造的活動（プロ
ジェクト推進、マーケティング活動、研究活動等）を行います。

さらに、デザイナーやアーティスト、建築家等クリエイターの集合体「co－lab creative（コーラ
ボクリエイティブ）」（運営：春蒔(はるまき)プロジェクト株式会社／本社：東京都渋谷区／社長：
田中陽明）に所属する会員クリエイターが、一部フロアに入居して独自の活動も行います。

ワークステーションシステム「WorkVista（ワークヴィスタ）」を発売

「KREI」外観 「KREI」内部



ファニチャー事業の再編について

当社連結子会社であるコクヨファニチャー株式会社とコクヨオフィスシステム株式会社は、コク

ヨファニチャー株式会社を存続会社として平成22年7月1日をもって合併しました。

ファニチャー事業は、景気低迷による設備投資の抑制等により、オフィスの新規・リニューアル

需要が大幅に減少し、今後も厳しい事業環境が続くと予想されます。また、お客様の要望も多

様化・複雑化しています。

このような状況においては、オフィス家具の製造・仕入れを行うコクヨファニチャー株式会社と

大手法人向けにオフィス家具を販売するコクヨオフィスシステム株式会社を統合し、製販が一体

となって生産から販売までのバリューチェーンをお客様起点に変革することで、ファニチャー事

業が持続的に成長し、より企業価値を高めることができるものと判断しました。

今回の統合により、ファニチャー事業全体でお客様の期待値を超える「際立った価値」を提供

し、「お客様の課題解決型企業」へ転換するとともに、業務の効率化及び収益の拡大を図り競

争力を高めていきます。

コクヨ流通チャネルの再編について

当社連結子会社であるコクヨマーケティング株式会社、コクヨ中国販売株式会社、コクヨ九
州販売株式会社は、コクヨマーケティング株式会社を存続会社として平成22年5月1日をもって
合併しました。

当社グループは、平成19年10月に、市場の連鎖性が高い大都市（東京地区・名古屋地区・
大阪地区）を商圏に持つ販売会社を統合し、コクヨマーケティング株式会社を設立いたしまし
た。コクヨマーケティング株式会社は、ワークスタイルの転換と企業変革を促進するソリュー
ションを提案し、お客様から高い評価を得てきました。一方、販売パートナーに対しても、高品
質な営業支援・教育支援等の様々なサポート・サービスを提供してきました。

今回の統合により、コクヨマーケティング株式会社が推進する様々なソリューションメニュー
を地方においても展開するとともに、統合による業務の効率化及び収益の拡大により競争力
を高めていきます。
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当社は、平成２２年５月１日から中国・上海市で開催されている上海万博の日本産業館の

中に、ブースを出展しています。

当社の展示ブースは、堺屋太一氏の発案で、世界中の誰もがわかるリアルネットワークで

ある郵便局をテーマとして「未来郵便局体験館」を空間設計し、コクヨの商品やサービスも同

時に展示しています。

また、物販コーナーでは、高品質、高機能、デザイン性の高いステーショナリーなどを来場

記念品として販売し、メイドインジャパンの魅力を伝えています。

６月末時点で当社ブースへの来場者は100万人を突破し、中国におけるコクヨブランドの

認知率向上に大いに貢献しています。

「上海万国博日本産業館」に出展

１６

コクヨブースの「未来郵便局体験館」では
ステーショナリーを展示しています

コクヨ商品の展示

ＸＶＤ（ＴＶ会議システム）を使って、
コクヨ品川オフィスの様子を中継

100万人目の来場者様


